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和光市の公会計制度（予算仕訳）について

2 和光市の公会計制度について

複式簿記と官庁会計との連携を図った公会計対応の
新機軸「予算仕訳」について説明します。



新公会計制度のポイント ⇒ 歳出を資産と費用に分けること

3 和光市の公会計制度について

う～ん、どうやっ
て分けようか？



歳出を資産と費用に分けるアプローチの仕方

4 和光市の公会計制度について

【先行事例】

【和光市で導入した仕組み】



予算仕訳の考え方（イメージ）
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【期末一括仕訳・日々仕訳（先行事例）】

【予算仕訳（和光市）】

【予算執行】
工事請負費 1,000万円

【予算執行】

工事請負費（工作物）
1,000万円

【予算執行】

工事請負費（維持補修）
2,000万円

【予算執行】
工事請負費 2,000万円

公会計
システム

公会計
システム

【仕訳】
（借）？？？？ 1,000万円
（貸）現金預金 1,000万円

【仕訳】
（借）？？？？ 2,000万円
（貸）現金預金 2,000万円

【仕訳】
（借）工作物 1,000万円
（貸）現金預金 1,000万円

【仕訳】
（借）維持補修費 2,000万円
（貸）現金預金 2,000万円

誰かが手作業で処理

自動
変換

自動
変換



予算仕訳による財務事務への影響

6 和光市の公会計制度について

 複式簿記に対応した勘定体系とするため、平成２８年度当初予算から、予算細節を
追加。平成28年度当初予算の科目振替は予算ヒアリングを通じて財政課で実施。

 和光市では総合振興計画の実施計画と予算編成が連動しているため、実施計画に
ついても予算細節の見直しを反映しました。

 今後は、新しい予算細節を用いて予算要求（実施計画入力）・予算執行を行っていく
ことになります。基本的には平成２８年度の当初予算で行われた予算科目の前年踏襲
で対応可能となっています。
 仕訳科目管理は「細節」で行い、その下の階層である「説明」の柔軟性は残しました。

平成２８年度（導入初年度） 平成２９年度以降

予算編成前に新しい科目体系を検討

所管課の予算要求は従来の科目体系で実施

予算ヒアリングを通じて予算要求内容を分析
し、財政課で新科目体系に修正

所管課が前年度の新体系となった予算科目を
参考に新しい科目体系で予算要求

予算ヒアリングで、科目が適切かどうかについ
て確認

通常の予算編成事務と同様
公会計対応のための追加事
務負担なし前年踏襲



需用費の予算細節の見直し
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従来の細節06「修繕料」を細節06「修繕料（維持補修）」と細節09「修繕料
（投資）」に分けました。「修繕料（投資）」を資産計上の対象とします。

① １件あたり50万円（税抜）未満の需用費の修繕料は、「修繕料（維持補修）」とします。
（以下、50万円以上の修繕について）

② 修繕によって、新品時よりも機能が高まるものは「修繕料（投資）」とします。
③ 設備全体を新品に入れ替えるものは「修繕料（投資）」とします。
④ 部品交換程度であれば「修繕費（維持補修）」とします。
⑤ 一定期間使用したときに行う分解修理や点検、整備であるオーバーホールについても、通常の使用の
ための維持管理と解釈して、原則的には「修繕費（維持補修）」とします。

なお、基本的には、上記の判断で「修繕料（維持補修）」にならないものは、需用費ではなく工事請負費
となる場合が多いため、「修繕料（投資）」となるものはほとんどないということを想定しています。



工事請負費の予算細節の見直し
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工事請負費を公会計における資産の勘定科目別に細節を分けます。

建物の新築や増築に関わる工事請負費等。
Ｈ２８当初予算では、「第二中学校給食室改
築工事」が該当します。

後述

備品を取り付ける工事。
防犯カメラ設置工事などが該当します。

土地の造成に関する工事。
土地の取得価額に上乗せします。

翌年度以降に関連する工事があるもの。
Ｈ２８当初予算では、「アーバンアクア公園整
備」が該当します

前述の修繕料の判断基準で、「修繕料（維持
補修）」に判定されるような工事。
緊急工事費や水路浚渫工事が該当します。

資産の解体・
撤去を伴う工事



備品購入費の見直し

9 和光市の公会計制度について

備品購入費については、細節の見直しは行うのではなく、備品購入費の対
象となる金額を変更（2万円⇒10万円）しました。

金額基準 予算科目 資産台帳更新

一品取得価格10万円（税抜）以上 備品購入費 必要

一品取得価格10万円（税抜）未満 需用費（消耗品費） 不要

※：国庫補助金等の条件などにより上記に拠り難い場合は、柔軟に対応します。
※：予算時の見積金額より安くなり、金額基準を下回った場合でも、備品購入費のまま執行し、資産台帳を更

新します。予算時よりも見積金額が高くなり、金額基準を超えた場合は備品購入費に流用します。

【見直さなかった場合懸念された状況（二重管理）】 【見直し後の状況（システム一本化）】

民間並みに備品管理基準を緩和し、備品管理の
事務負担を軽減したうえで精度を高める効果も。



委託料の細節の見直し
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委託料を資産の取得価額に算入する（付随費用といいます）ものを特定する
観点などから細節を細分化しました。

 設計業務委託料と監理業務委託料を分割。
 設計業務委託料・測量業務委託料について
は、基本設計を資産計上対象外とするため
分割。

 監理業務委託料については工事請負費に
おける区分に準じて分割。

 10万円（税抜）以上のシステム導入・改修を
「システム導入・改修委託料」に分割。

 ただし、法律上の義務への対応で、機能自
体は改善しないシステム改修（法令改正に伴
う計算式の微調整など）は業務委託料として
資産計上の対象外（費用処理）とする。



公有財産購入費、補償・補填及び賠償金、投資及び出資金の細節の見直し

11 和光市の公会計制度について

以下の節についても、予算仕訳の観点から細節を見直しました。

公有財産
購入費

補償・補填
及び賠償金

投資及び
出資金

用地取得費と合わせ
て土地の取得価額に
加えるために分割



固定資産台帳に登録する予算科目（１/２）
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以下のとおり、資産の形成に関わる予算科目が特定され、固定資産台帳登
録対象が確実に把握できます。

節 細節 公会計資産科目 備考

１１ 需用費 ０９ 修繕料（投資） 建物

１３ 委託料 ０３ 設計業務委託料 建設仮勘定（※１） 区画整理除く

１３ 委託料 ０７ 監理業務委託料（建物） 建物

１３ 委託料 ０８ 監理業務委託料（建物附属設備） 建物

１３ 委託料 ０９ 監理業務委託料（工作物） 工作物 区画整理除く

１３ 委託料 １０ 監理業務委託料（造成） 土地

１３ 委託料 １１ 監理業務委託料（当年度未成） 建設仮勘定（※１）

１３ 委託料 １４ 測量業務委託料 建設仮勘定（※１） 区画整理の画地確定測量等を除く

１３ 委託料 １６ 業務委託料（システム導入・改修） ソフトウェア

１５ 工事請負費 ０１ 単独事業費（建物） 建物

１５ 工事請負費 ０２ 補助事業費（建物） 建物

１５ 工事請負費 ０３ 単独事業費（建物附属設備） 建物

１５ 工事請負費 ０４ 補助事業費（建物附属設備） 建物

１５ 工事請負費 ０５ 単独事業費（工作物） 工作物 上下水道事業会計で資産計上される
もの、道路附帯設備（街灯、ガードレー
ル、標識等）、私道補修は除く。

１５ 工事請負費 ０６ 補助事業費（工作物） 工作物

※１：建設仮勘定は、未完成の工事を記録しておく科目。完成年度に、建物や工作物などの科目に振り替え処理を行います。



固定資産台帳に登録する予算科目（２/２）
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節 細節 公会計資産科目 備考

１５ 工事請負費 ０７ 単独事業費（備品取付） 備品

１５ 工事請負費 ０８ 補助事業費（備品取付） 備品

１５ 工事請負費 ０９ 単独事業費（造成） 土地 区画整理事業の宅地造成工事費は対
象外（市有地以外が大半を占めるので）

１５ 工事請負費 １０ 補助事業費（造成） 土地

１５ 工事請負費 １１ 単独事業費（当年度未成） 建設仮勘定

１５ 工事請負費 １２ 補助事業費（当年度未成） 建設仮勘定

１７ 公有財産購入費 ０１、０２ 土地購入費 土地 土地開発公社への償還金は除く

１７ 公有財産購入費 ０３、０４ 家屋購入費 建物

１７ 公有財産購入費 ０５、０６ 権利購入費 無形固定資産

１８ 備品購入費 全て 備品

２２ 補償・補填及び
賠償金

０５ 補償金（移転補償） 土地 区画整理事業の移転補償費は対象外
（市の用地の取得ではないので）

以下のとおり、資産の形成に関わる予算科目が特定され、固定資産台帳登
録対象が確実に把握できます。



資産管理のあり方がどのように変わるのか
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所管課 報告

（従来の財産管理）財務データと紐付かないので所管課からの報告頼りになっていた

総務課

所管課 財政課
報告

資産戦
略課

確認

リスト
提供

（公会計導入後）財務データに基づき資産管理を行うので漏れなく適時に把握できる

 対象範囲は、公有財産（土
地・建物等）・物品のみ

 工作物などは全庁的な財産
管理の対象外（各課が自主
的にexcelなどで管理）

資産情報の更新が仕組みとして漏れなく行えるようになる。
地方自治法上の財産管理の規定から抜けていた資産も全庁的に管理

内部統制が利くようになる 会計課も日々の執行で
科目チェック



地方公会計標準ソフトウェアを活用した「固定資産台帳の正本化」の取り組み
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「予算仕訳」で把握された仕訳情報を元に、公会計の
固定資産台帳を市の財産管理にあたっての正本とし
ていく取り組みについて説明します。



よくある失敗例との比較
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あ
り
が
ち
な
公
会
計
制
度

和
光
市

の
公
会
計

制
度

取
引

取
引

官庁会計伝票

複式簿記仕訳 固定資産台帳

財務会計システムの
公有財産システム

照合

所管課
増減報告

官庁会計伝票 複式簿記仕訳
固定資産台帳

（兼公有財産台帳）

通常の予算執行
１対１対応で取込

（予算仕訳）
漏れなく計上

地方公会計標準ソフトウェアで処理財務会計システムで処理

財産管理
の正本

財産管理
の正本

無理

適当な
取扱い無理



公会計対応を受けた庁内財産関連システムの最適化
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公有財産
（土地・建物・借地等）

財務会計システムの
公有財産システム

物品

財務会計システムの
備品管理システム 市道・橋梁・水路

台帳管理外部委託

各種工作物

（水泳プール、防火水槽、防災行政無
線・広報掲示板・隋道・樋門・公園・貯

留浸透対策施設等）

エクセルなどで各課管理

全資産

地方公会計標準
ソフトウェア

固定資産台帳機能

市道・橋梁・水路

台帳管理外部委託
路線別情報の反映

予算執行データ

財務会計システム

会計記録と資産
データとのデータ
の整合性を確認
する仕組みとし、
資産登録漏れを
生じさせません。

システムを一本化するとともに、システムによる管理
対象を拡大することで全資産を一元管理します。

現

状

見
直
し
後

建物附属設備
施設保全システム

測量情報を伴うなどの理由で、複式簿
記の仕組みでは更新できないので、公
会計システムへの一本化はしない。



具体的な更新実務 ～年間スケジュール～
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期首 ９月末 ３月末 ９月末

資産登録する支出
（予算仕訳で把握）

５月末
（出納閉鎖）

資産登録する支出
（予算仕訳で把握）

資産登録
する支出

支出に関連しない
資産の異動

支出に関連しない
資産の異動

固定資産
台帳更新

「財政状況の
公表（上半期）」
（１２月１日）

固定資産
台帳更新

「財政状況の
公表（下半期）」

（６月１日）

固定資産
台帳更新

財産に関する
調書（決算書）
財務書類

（決算議会）

５月分支払については、
個別に該当課に更新依頼

4月分

5月分



具体的な更新実務 ～固定資産台帳更新時の事務フロー～
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所管課

資産
戦略課

財政課 財務会計
システム

公会計
システム

データ抽出・取込（財政課マニュアル）

公会計
システム

作業完了連絡

公会計
システム

建設仮勘定等調整
（資産戦略課マニュアル）

公会計
システム

更新依頼

公会計
システム

更新
（所管課

マニュアル）

公会計
システム

公会計
システム

更新完了報告
（回答様式）

更新確認
固定資産台帳確定

（資産戦略課
マニュアル）

財務書類
財政状況の公表

固定資産台帳を
基礎資料に作成

（財政課マニュアル）

確定連絡



固定資産台帳公表内容
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固定資産台帳の公表は、個人情報保護などの観点から項目を精査（購入先情報や契約
先情報、借地条件などは非公表）したうえで、利活用の観点から以下の順序に体系的に
並び替えて公表。市ホームページ（市政を身近に＞市の財政・予算＞決算）で公表。

基本的な情報 資産負債区分、資産負債区分名称、勘定科目コード、勘定科目名称、資
産負債番号、資産負債枝番、資産名称

日付情報 取得年月日、償却開始年月日

金額情報 取得価額等、減価償却累計額、現在簿価、耐用年数分類、耐用年数分
類の名称、耐用年数

物理的情報 所在地、市道・水路：始点、市道・水路：終点、数量（（延べ床）面積）、数
量の単位、建物：非木造面積、建物：木造面積、階数（建物）、建物：地下
階数、地目コード、地目名称、用地の状況、所有関係区分、所有関係区
分名称、所有割合、売却可能区分、売却可能区分名称、緯度、経度

属性情報
（セグメント分析用）

所属コード、部課名称、団体コード、団体名称、会計コード、会計名称、目
的別資産区分、目的別資産区分名称、財産区分、財産区分名称、財産
種別（土地・建物）、財産調書名称（土地・建物）、施設コード、施設名称、
事業コード、事業名称、建物名称

その他 開始時評価方法

【公表項目】 ※公表形式は利活用を意識してエクセル形式とした
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